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小児救急医療体制の現状

厚生労働省医政局指導課厚生労働省医政局指導課
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⼩児科医数の推移
現状

小児科医師数は平成12年から22年で14,156人から15,870人に増加している。

対象となる小児人口はいずれも減少しており、小児人口に対する小児科医師数も増加している。

現状

(平成12-22年 人口動態調査及び医師・歯科医師・薬剤師調査を元に医政局指導課作成)

小児科医師数及び 小児人口⼩児科 15歳未満⼩児小児科医師数及び、小児人口
あたりの小児科医師数の推移

⼩児科
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1 「小児救急 患者の緊急度は多くが入院を必要としない軽症の

⼩児救急患者の特徴
1. 「小児救急」患者の緊急度は多くが入院を必要としない軽症の

患者で占められており、重症な患者の割合は少ない。

2 特に 重篤な小児患者は成人と比較して数も比率も少ない2. 特に、重篤な小児患者は成人と比較して数も比率も少ない。

外来・入院数/救急車/ICU入室/
成 と 率

救急搬送における小児と成人の患者数
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CPAの成人との比率
小児救急患者数は成人の10%（45万人）
中等症は5%（9万4千人）、
重症では2%（9,100人）と更に少ない
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平成22年 日本救急医学会
小児救急特別委員会調べ

総務省消防庁 平成24年度
救急・救助の現況
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救急搬送における医療機関の受⼊状況（⼩児傷病者）
医療機関に受入の照会を行った回数ごとの件数

○ 医療機関の照会回数４回以上
の事案が10,294件（全体の3.2%）
あり、現場滞在時間30分以上の

医療機関 受入 照会を行 回数 件数

１
回

２～３
回

４～５
回

６～１０
回

１１回～ 計
４回
以上

６回
以上

11回
以上

最大
照会
回数

小児傷病者

件数 279,333 55,384 7,923 2,669 332 345,641 10,924 3,001 332

34

事案が8,618件 （2.5％）ある。

現場滞在時間区分ごとの件数

小児傷病者 34

割合 80.8% 16.0% 2.3% 0.8% 0.1% 100% 3.2% 0.9% 0.1%

15分 15分以上 30分以上 45分以上 60分以上 120分 30分 45分 60分15分
未満

15分以上
30分未満

30分以上
45分未満

45分以上
60分未満

60分以上
120分未満

120分
以上

計
30分
以上

45分
以上

60分
以上

小児傷病者

件数 251,378 85,672 7,076 1,095 430 17 345,668 8,618 1,542 447

割合 72.7% 24.8% 2.0% 0.3% 0.1% 0.005% 100% 2.5% 0.4% 0.1%

○ 首都圏、近畿圏等の大都市部に
おいて 照会回数の多い事案の

都道府県 4回以上 30分以上

宮城県 6.3% 5.2%

茨城県 3.5% 3.1%

栃木県 3.9% 2.5%

埼おいて、照会回数の多い事案の
比率が高い。

埼玉県 6.0% 6.2%

千葉県 3.6% 4.6%

東京都 3.8% 4.3%

新潟県 3.3% 3.6%

大阪府 6.8% 2.6%

奈良県 5.9% 3.3%

全国平均 3 2% 2 5%

４回以上の事案、３０分以上の事案の割合が
いずれも全国平均を上回る団体

全国平均 3.2% 2.5%

「平成２２年中の救急搬送における医療機関の受入れ状況等実態調査」（平成２３年７月 総務省消防庁）
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平成２１年７月８日平成２１年７月８日
厚生労働省医政局指導課厚生労働省医政局指導課｢｢重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会｣｣中間取りまとめの概要中間取りまとめの概要

すべての重篤な小児救急患者が地域において必要な救命救急医療を受けられる体制について検討

・改正消防法に基づき都道府県に設置する協議会に小児

科 も参加 救急患者 搬送 受 を策定

１．小児救急患者の搬送と受入体制の整備 小児の救命救急医療を担う医療機関
（小児救命救急センター（仮称））

院内の小児病棟等

超急性期

科医も参加し、小児救急患者の搬送・受入ルールを策定

・消防機関が小児救急患者の緊急度や症状等を確認する

ための基準を策定

・ドクターヘリ等を活用し、必要に応じて県域を越えた広域

院内の小児病棟等

重篤

重篤
小児専門病院、中核病院等 急性期

重篤
安定

安定

の連携体制を構築

・小児救急患者の受入体制を医療計画に明示し、

住民に周知

地域の
医療機関

小児専門病院、中核病院等 急性期

地域の小児医療機関 慢性期

重篤

・基本的に、すべての救命救急センターや小児専門病院・中核病院は、心肺停止等の重篤な小児救急患者に救命救急医療を提供

その上で 小児救急患者 の医療提供体制の特に整 た救命救急センタ や小児専門病院 中核病院について 「超急性期 の小児の救命救急

２．発症直後の重篤な時期（超急性期）の救命救急医療を担う体制の整備

・その上で、小児救急患者への医療提供体制の特に整った救命救急センターや小児専門病院・中核病院について、「超急性期」の小児の救命救急

医療を担う医療機関として位置付け、少なくとも都道府県又は三次医療圏に一か所整備（小児の救命救急医療を担う救命救急センター・小児専門

病院・中核病院は、「小児救命救急センター（仮称）」として必要な支援）

・小児の救命救急医療を担う医療機関に求められる機能は、他の救命救急センター等の支援機能、重篤な小児救急患者について診療科領域を

問わず２４時間体制で受け入れる機能（小児救急専門病床の設置、本院の小児科等との連携が必要）

３．急性期の集中治療・専門的医療を担う体制の整備

・｢超急性期｣を脱した小児救急患者に｢急性期｣の集中治療･専門的医療を提供する小児集中治療室の整備のための支援が必要

・小児の救命救急医療及び集中治療を担う医師及び看護師を養成

・地域全体で、病院前救護から、「超急性期」「急性期」を経て、在宅医療を含む「慢性期」にいたるまでの医療提供体制を一体的に整備
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救急医療体系図

救命救急センター（258カ所） ・総合周産期⺟⼦医療センター（92カ所）
・地域周産期⺟⼦医療センター（284カ所）

（未熟児等）
⼩児救命救急センター

（４カ所）

救命救急医療(24時間)救命救急医療(24時間) 周産期救急医療(24時間)

平成24年4⽉1⽇現在

病院群輪番制病院（398地区） ⼩児救急医療⽀援事業（160地区）

平成24年12⽉16⽇現在

⼊院を要する救急医療（休⽇・夜間） ⼊院を要する⼩児救急医療（休⽇・夜間）

・病院群輪番制病院（398地区）
・共同利⽤型病院（10カ所）

・⼩児救急医療⽀援事業（160地区）
・⼩児救急医療拠点病院（27カ所（49地区））

平成23年9⽉１⽇現在平成24年3⽉3１⽇現在

・在宅当番医制（630地区）
・休⽇夜間急患センター（556カ所）

⼩児初期救急センター
（平成18年度補正予算により整備）

初期救急医療（休⽇・夜間）

（12カ所）休⽇夜間急患センタ （556カ所）
平成24年3⽉3１⽇現在

（平成18年度補正予算により整備）

⼩児救急に関する電話相談（休⽇・夜間）

（12カ所）

⼩児救急電話相談事業（47カ所）
平成24年4⽉1⽇現在

⼤⼈の救急患者 ⼦どもの救急患者
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⼩児救急に関する課題

1. 小児救急の体系において、初期・二次救急医療と救命救急

医療を区別して議論する必要があるのではないか

救命救急 救命 疾病 疾患2. 小児の救命救急医療において、救命処置を要する疾病・疾患

（ショック、外傷や熱傷等）に関して、質の確保及び、県域を越え

た広域での診療体制も考慮する必要があるのではないか

3. 小児救命救急医療において、小児に特有な疾病・疾患

（先天性心疾患 先天奇形による形態異常や代謝異常等）に（先天性心疾患、先天奇形による形態異常や代謝異常等）に

関して、質の確保及び、県域を越えた広域での診療体制も考慮

する必要があるのではないか
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